
1

（１）

①

（①）

指標

 備考欄

％％％％ ％

参考

75% 100%

事業の実施内容

平成２４年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

目標値
(割合、数値

等)
0%

達成率

・各種委員会等を
調査し、対象とな
る委員会を選定す
る

・共通する公募委
員参画基準を作
成する

計画内容
(複数選択可)

説明

検討 実施

・全庁的に進行管
理を行う

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

平成２５年度

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

50%25%

継続実施

事業内容
推進のため

の指標

　達成委員会数 / 対象委員会数

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 秘書広報課・総務管理課

重点項目 市民に開かれた市政の推進

⇒

・共通する公募委
員参画基準を基に
対象課等に通知
し、実施してもらう

⇒

事業内容の
進め方

平成２７年度 平成２８年度

継続実施

公募委員の推進

継続実施

事業内容の概要
　各種計画策定に参画する市民の選出に際し、公募委員の参画基準を作成し、市民の市政への
参画機会を拡充するための推進を行います。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度

調査

　特別な場合を除き、各種委員会への公募委員の参画割合を増やします。

平成２６年度

推進項目 市民参画の推進と市民の声の反映

現状値 　新規のため、計測不可

目指すべき結果

具体的項目 市民参画機会の拡充

事業内容
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1

（１）

①

（②）

指標

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
11　-　（2）

達成率

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

備考欄  

％ ％

参考

事業内容
推進のため

の指標

　達成団体数 / 対象団体数

目標値
(割合、数値

等)
0% 0%

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

％ ％ ％

平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

・共通する男女共
同参画基準を基に
対象課等に通知
し、実施してもらう

・全庁的に進行管
理を行う

⇒

25% 50% 75%

検討 検討 実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

説明

・各種団体等を調
査し、対象となる
団体等を選定する

・共通する男女共
同参画基準を作
成する

⇒

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

具体的項目

事業内容 男女共同参画社会の推進

事業内容の概要
　各種団体等における市民の選出に際し、男女共同参画基準を作成し、市民の市政への参画機
会を拡充するための推進を行います。

現状値 　新規のため、計測不可

市民参画機会の拡充

目指すべき結果 　特別な場合を除き、各種団体等への男女共同参画割合を増やします。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 秘書広報課・総務管理課

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 市民参画の推進と市民の声の反映
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1

（１）

②

（①）

指標

備考欄  

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
11　-　（2）

達成率 ％ ％ ％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業内容
推進のため
の指標

募集機会（媒体等）

目標値
(割合、数値

等)
1 1以上

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・市民からの手紙
が、陳情や市政批
判とならないよう、
手法・内容を見直
し、広報以外の募
集機会を模索する

・対応を要する件
については、担当
課等が対応するシ
ステムづくりを徹
底する

　　　　　⇒ ⇒

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

継続実施

1以上 1以上 1以上

見直し 見直し 見直し
見直し 継続実施

⇒ ⇒

実施 見直し
継続実施 継続実施

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

具体的項目

事業内容 市長への手紙の推進

事業内容の概要

　広聴活動の一手段として、広く市民の声を聴くために、広報紙への折込形式で「市長への手紙」を挿み、意見や
要望、提案などを気軽に寄せられる企画として実施しています。また、寄せられた手紙は、内容を確認したうえで
担当課に回答書の作成を依頼し、市長の決裁を経て本人へ回答していますので、さらに手法等を検討のうえ、手
紙の募集機会（例：各種会議等）を拡大します。

現状値 　募集方法（媒体等）：広報おおつき

公聴機会の拡充

目指すべき結果
　陳情や市政批判ではなく、市政への意見、まちづくりへの提言などが多く寄せられるよう周知す
ることで、市政への参画機会を推進します。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 秘書広報課

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 市民参画の推進と市民の声の反映
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1

（１）

②

（②）

指標

備考欄  

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

達成率 ％ ％ ％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業内容
推進のため
の指標

発信機会（媒体等）

目標値
(割合、数値

等)
1 1以上

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・市民からの手紙
が、陳情や市政批
判とならないよう、
発信内容を見直
し、ホームページ
以外の発信機会
を模索する

・対応を要する件
については、担当
課等が対応するシ
ステムづくりを徹
底する

　　　　⇒ ⇒ ⇒

継続実施 継続実施 継続実施

1以上 1以上 1以上

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

見直し 継続実施

⇒

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

実施 見直し 見直し 見直し 見直し

公聴機会の拡充

事業内容 市長の部屋の推進

事業内容の概要
　ホームページを活用した広聴広報活動であり、特に市長の所信、交際費、週間予定を発信し、
メールによる意見拝聴及び必要な場合は担当課による対応を行っているため、さらに発信内容を
検討のうえ、発信機会（例：各種会議等）を拡大します。

目指すべき結果
　市長の市政運営方針を理解し、市政をサポートする意見や提言が寄せられることで、市政への
参画機会を推進します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度

現状値 　発信方法（媒体等）：ホームページ

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 秘書広報課

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 市民参画の推進と市民の声の反映

具体的項目
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1

（１）

②

(③）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号

2回 2回 2回

なし

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

2回 2回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業内容
推進のため

の指標

年実施回数

目標値
(割合、数値

等)

説明

・地区対話
　市内を地区分け
し、主要施策の説
明と意見交換を
行っているが、必
要な見直しにより
実施する

・出張市長室
　市内を巡回し、
希望者との対談を
行っているが、必
要な見直しにより
実施する

　　　　　⇒ ⇒ ⇒ ⇒

継続実施 継続実施 継続実施
見直し 見直し 見直し

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

見直し 継続実施
実施 見直し

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

公聴機会の拡充

事業内容 出張市長室、地区対話集会の推進

事業内容の概要
　広聴広報活動の一環として、市政運営の方針、重要施策等に対する理解を深めていただくとと
もに、それに対する意見や提言、また、行政の目の届きにくい地域の課題や実情の把握や地域
の方々の考え方を認識するため、さらに手法等を検討のうえ、公聴機会の充実を推進します。

目指すべき結果
　市の重要施策や諸事業の優先順位などの決定に、市民の意見が活かされるような実施方法を
推進します。

現状値
　対話集会…平成23年度　2会場で対話集会とし開催　369名参加
　出張市長室…市長と職員の意見交換会実施　職員184名参加、
　　　　　　　　　  市長と若い世代との対話を実施（新成人13名、乳幼児を持つ母親12名）

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 秘書広報課

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 市民参画の推進と市民の声の反映

具体的項目

- 5 -



1

（１）

③

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 生活環境課

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 市民参画の推進と市民の声の反映

具体的項目 協働体制づくりの構築

事業内容 アダプトプログラムの推進

事業内容の概要
  市民との協働事業として、市と市民グループなどが協定を結び、公園、道路など公共施設の定
期的な清掃・植栽活動などへ支援を行い、環境美化に対する市民意識の高揚を図るとともに地
域の環境美化活動を推進します。

現状値 　平成23年12月現在　28団体参加

目指すべき結果 　平成28年度末　30団体参加

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・ホームページや
広報等を通じて団
体の参画促進を
図り、団体の育
成、活動の活性化
を推進する

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため

の指標

　団体の育成(参加)及び活動維持

目標値
(割合、数値

等)
- - - -

30団体
(100%)

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

12　-　（1）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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1

（１）

③

(②）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

検討
集中改革プラン

実施計画書整理番号

決定

12　-　（1）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

部分実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業内容
推進のため
の指標

自治連合組織の確立

目標値
(割合、数値

等)

説明
・地域の現状を把
握するため、実態
調査を実施する

・実態調査に基づ
き、適正規模等、
実情に即す組織を
検討する

・検討結果を踏ま
え、方針を決定す
る

・方針に基づき、
可能な範囲で実施
する

・段階的に実施す
る

検討 実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 検討

目指すべき結果 　一定の地域の課題を集約して、上申できる組織（自治連合組織が確立）づくりを推進します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　統一的な組織なし

具体的項目 協働体制づくりの構築

事業内容 自治会組織充実の推進

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 秘書広報課

事業内容の概要

　地域の隅々までを網羅し、意見集約するための組織のあり方が地域により異なり、統一できな
いため、市民自治の推進を図る必要があります。
　今後は、市内各自治会組織を統一的な機構からなる連合組織に編成できるよう、自治会組織
の充実を推進します。

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 市民参画の推進と市民の声の反映
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1

（１）

③

（③）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 福祉課

重点項目 市民に開かれた市政の推進

協働体制づくりの構築

現状値 　社会福祉協議会と協議中

目指すべき結果 　ボランティア組織の効率的な運営を目指します。

推進項目 市民参画の推進と市民の声の反映

具体的項目

検討

事業内容 ボランティア活動の推進

計画策定時の年度ごと推進計画

事業内容の概要

　ニーズは、福祉・災害支援・国際協力・環境問題など様々な分野でボランティア活動が推進され
ているだけに、多方面にわたる情報収集が求められ、また、地域に根ざした活動の推進を図るこ
とが重要である。災害時は、市社教が窓口となり、ボランティアの受け入れ、ニーズの収集、マッ
チングを行っていくコーディネーターの育成や対応できる体制づくりを推進します。

平成２７年度 平成２８年度

調査 継続実施検討 実施

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容の
進め方

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

-

・地域ボランティア
組織の把握等

- -

計画内容
(複数選択可)

・新しい組織の確
立

・ボランティア組織
との検討

・福祉ボランティア
組織に加え文化・
スポーツボラン
ティア組織を加え
検討

参考

・ボランティア組織
の運営

事業内容
推進のため
の指標

ボランティアコーディネータによるボランティア活動の円滑な運営

目標値
(割合、数値

等)
-

％ ％ ％％

新たな組織
の運営開始

平成２７年度 平成２８年度

達成率 ％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

備考欄  

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし
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1

（１）

③

（④）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 産業観光課

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 市民参画の推進と市民の声の反映

具体的項目 協働体制づくりの構築

事業内容 観光ボランティアの推進

事業内容の概要

　観光客の動向が「見る観光」から、各地の風俗、歴史探訪あるいは行事への参加等その地域との「ふ
れあいを求める観光」へと移行しており、この「ふれあい」志向に対応するため、郷土の歴史、文化財、景
観等の各分野に造詣の深い方々の協力を得て大月市観光ボランティアガイド制を設け、観光客等の受
入体制の整備、充実を図ります。

現状値 　ガイド認定者数【10名】、案内人数【約30,106人】平成23年実績（1月～12月）

目指すべき結果 　大月市観光ボランティアガイド制度を充実し、協働体制づくりを目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・継続的にボラン
ティアガイドの募集
を行い、登録者数
を増やす

・案内場所や案内
コースを充実させ、
案内人数（来訪
者）を増やす

・県東部ＪＲ８駅ト
レッキング推進事
業

            ⇒

 

  　　　　⇒

・市単独事業として
推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

事業内容
推進のため

の指標

ガイド認定者数、案内人数の増加

目標値
(割合、数値

等)

認定　前年数20％増
案内　前年数10％増

認定　前年数20％増
案内　前年数10％増

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％ ％ ％

認定　前年数20％増
案内　前年数10％増

認定　前年数10％増
案内　前年数10％増

認定　前年数10％増
案内　前年数10％増

備考欄  

％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

推進
集中改革プラン

実施計画書整理番号
12　-　（2）

達成率
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1

（２）

①

（①）

指標

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 公正の確保と透明性の向上

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 総務管理課

事業内容の概要
　大月市個人情報保護条例に基づき、市（各課等）が保有する個人情報に関し、適正な開示に努
めるとともに、個人情報の収集や、利用、提供等にあたっては個人情報の重要性を認識し、適正
な管理、取扱いにより個人の権利利益の保護を推進します。

現状値 　平成22年度に作成した「個人情報取扱事務届出書」

具体的項目 個人情報保護対策の推進

事業内容 個人情報保護対策の推進

目指すべき結果 　情報取扱者が再認識できるよう、毎年次「個人情報取扱事務届出書」を更新します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

⇒ ⇒

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・各課等が保有す
る個人情報の適
正な管理、取扱い
を行ってもらうた
め、年度当初に
「個人情報取扱事
務届出書」を更新
する

⇒ ⇒

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

更新回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回

なし

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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1

（２）

①

（②）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 企画財政課

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 公正の確保と透明性の向上

平成２７年度

具体的項目 個人情報保護対策の推進

事業内容 情報セキュリティの推進

事業内容の概要
　ＩＣＴ技術の普及により、多くの個人情報がコンピュータにより管理されるようになっているが、さら
に、外部への情報漏えいや、外部からの不正アクセスを防止するため、システム・ネットワーク等の
セキュリティ強化を図ると共に、情報セキュリティと情報リテラシー向上に向けた研修を実施します。

平成２８年度平成２５年度 平成２６年度

調査 調査 調査

現状値
　情報漏えい　0件
　情報セキュリティ職員研修受講者　　平成22年度…延べ37名

目指すべき結果 　情報漏えい　0件の維持、全職員の情報セキュリティ研修の受講を推進します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度

・前年度未受講者
を対象として情報
セキュリティ研修
を実施する

　　　　　⇒

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 調査

実施
検討 継続実施

情報漏えい　0件
研修受講率100％

継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・全職員を対象とし
て情報セキュリティ
研修を実施する

・セキュリティ強化に
向け、庁内のネット
ワーク環境を調査
し、必要に応じてシ
ステム・ネットワーク
環境の強化を図る

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

事業内容
推進のため
の指標

情報漏えい件数(上段)、研修の受講率(下段)

目標値
(割合、数値

等)

情報漏えい　0件
研修受講率100％

情報漏えい　0件
研修受講率100％

情報漏えい　0件
研修受講率100％

％ ％ ％

情報漏えい　0件
研修受講率100％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

備考欄  

％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
8　-　（1）

達成率
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1

（３）

①

(①）

指標

備考欄  

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

達成率 ％ ％ ％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業内容
推進のため
の指標

市民満足度調査の実施

目標値
(割合、数値

等)
実施 実施 実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・不定期カラー
ページを毎月6
ページはカラー化
し、「大きな月」を
テーマに幅広い世
代が読みやすい
広報紙づくりとす
る

・広報誌の市民満
足度調査を実施
する

・市民満足度調査
を含め、デザイン
等の見直しを実施
する

・デザイン等の見
直しを実施する

・広報誌の市民満
足度調査を実施

する

・市民満足度調査
を含め、デザイン
等の見直しを実施
する

・デザイン等の見
直しを実施する

・広報誌の市民満
足度調査を実施

する

見直し 見直し 見直し
実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

見直し 見直し

目指すべき結果
　市の発信情報が網羅され、市民がそれを見て現状を把握（市民サービスの一助となる）できる
紙面となるよう改善します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　市民満足度調査は、未実施

具体的項目 市広報誌の充実

事業内容 広報「おおつき」充実の推進

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 秘書広報課

事業内容の概要
　広報手段としての広報誌を発行していますが、より分かりやすい紙面にするため、市民満足度
調査を実施します。

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 広報活動の充実

- 12 -



1

（３）

②

(①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 秘書広報課

重点項目 市民に開かれた市政の推進

推進項目 広報活動の充実

ホームページの充実

事業内容 ホームページ充実の推進

事業内容の概要
　広報手段としての情報発信ツールであり、ページ数に制限がないため、広報では賄いきれない
情報を即時的に発信できます。
　このため、各課等が発信する情報を定期的にチェックすることで、的確な情報を発信します。

目指すべき結果 　市民には、必要で分かりやすい生活情報を、市外の人には、本市をPRできる内容を目指す。

現状値 　平成23年度（平成24年1月末現在）80,174人が187,224回閲覧

具体的項目

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

説明

・他市の状況を確
認すると共に、常
に新しい情報を発
信する
（各課で発信した
情報をチェックし、
分かりやすい内容
を提供する）

　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

100,000人 105,000人

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業内容
推進のため
の指標

ホームページの閲覧人数

目標値
(割合、数値

等)
85,000人 90,000人 95,000人

8　-　（2）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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2

（１）

①

（①）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

検討
集中改革プラン

実施計画書整理番号
1　-　（1）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

大月市行政評価実施要綱の改正

目標値
(割合、数値

等)
- 100% - - -

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・行政評価のあり
方や今後の取り組
みについて定義づ
ける

・検討結果に基づ
き、大月市行政評
価実施要綱(実施
方法)を改正し、評
価に反映する

・検討結果に基づ
き、評価を実施す
る

⇒ ⇒

検討 実施 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

目指すべき結果 　実施方法を含め、抜本的に見直します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の概要
　大月市行政評価実施要綱により実施方法が規定され、すべての事務事業等の評価を実施し、その結果を以って、予算等に
反映することとなっている。しかし、評価は、事前・事中・事後と３回行うこととなっており、評価シートの作成や評価を実施するた
めの職員事務負担が大きく、継続できていないことから、継続できるよう抜本的な見直しを推進します。

現状値 　大月市行政評価実施要綱により実施方法を規定

具体的項目 行政評価システムの確立

事業内容 行政評価の推進

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 事務事業の再編・整理、廃止・統合

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 総務管理課
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2

（１）

③

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 福祉課

備考欄  

達成率 ％ ％％％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

集中改革プラン
実施計画書整理番号

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

事業内容
推進のため
の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・各種事業、イベン
トごとの経費、参
加者数の推移、類
似イベントの有無
等を調査する。ま
た、他市の開催状
況を調査する

　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒

検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施

目指すべき結果 　市民の求める各種事業を、効果・効率的に実施します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容 各種行事、イベント見直しの推進

事業内容の概要
　各種事業、イベントの趣旨や開催規模、経費、参加者負担金等を精査し、他市の状況を調査し
たうえで、経費の見直しや他事業との統合を検討します。

現状値 　新規のため、計測不可

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 事務事業の再編･整理、廃止・統合

具体的項目 各種行事、イベントの効率化
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2

（１）

③

（①）

指標

備考欄  

達成率 ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

集中改革プラン
実施計画書整理番号

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％％ ％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
１回 １回 １回 １回 １回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・各種事業、イベント
ごとの経費、参加者
数の推移、参加者
負担金、類似イベン
トの有無等を調査す
る

・また、他市の開催
状況を調査し一覧
表にまとめる

・前年同様、比較
検討を行う

⇒ ⇒ ⇒

調査 検討 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 産業観光課

事業内容の概要
　各種行事、イベントの趣旨や、開催規模、経費、回数、参加者負担金等の事業内容を明らかに
し、県内他市の状況を把握したうえで、事業の開催時期や他の事業との統合を検討します。

現状値 　各種行事ごとに見直しは行っていない

具体的項目 各種行事、イベントの効率化

事業内容

計画策定時の年度ごと推進計画

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 事務事業の再編･整理、廃止・統合

各種行事、イベント見直しの推進

目指すべき結果 　各種行事、イベントの成果検証し経費の節減、削減に努めます。
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2

（１）

③

（①）

指標

集中改革プラン
実施計画書整理番号

％％％ ％

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

平成２６年度

備考欄  

達成率 ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度

・前年同様、調査
検討を行いなが
ら、行事を実施す
る

・検討の結果、必
要に応じ参加者負
担金は徴収する

事業内容
推進のため

の指標

調査、検討回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

 ・県内市町村へ
各種行事（本市開
催行事と類似行
事）について開催
状況等を調査する

・行事への参加者
の推移、負担金徴
収額と経費につい
て検証する

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

継続実施 継続実施
調査

1回 1回

現状値

平成２８年度

見直し 見直し
検討 継続実施 継続実施

目指すべき結果 　効率的、効果的な行事、イベントを開催します。

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 社会教育課

具体的項目 各種行事、イベントの効率化

事業内容 各種行事、イベント見直しの推進

⇒ ⇒ ⇒

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 事務事業の再編･整理、廃止・統合

事業内容の概要
　各種行事の参加人数や開催時期、成果の検証を行い、他部署及び他行事と共催連携できる行
事を検討していくとともに経費の削減を推進します。

　新規のため、計測不可
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2

（２）

①

（①）

指標

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 柔軟な組織・機構への再編・改善

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 総務管理課

事業内容の概要
　多様化する行政需要に対応し、市民サービスの向上に努めるため、簡素にして効率的な組織、
機構となるよう見直しを推進します。

現状値 　必要に応じて意見聴取を実施

具体的項目 フラットな組織の改編

事業内容 組織、機構見直しの推進

目指すべき結果 　効率的な行政運営を推進します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

⇒ ⇒

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・現在の事務の状
況や次年度以降
の増減事務などを
把握するなかで、
定員管理との整合
を図り、効率的な
組織、機構となる
よう秘書広報課と
共に課等ごとに意
見聴取を実施する
　また、必要に応
じて、組織、機構
を見直す

・意見聴取を実施
し、必要に応じて、
組織、機構を見直
す

⇒

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

意見聴取実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回

5　-　（1）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

完了
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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2

（２）

②

(①）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持

１回 １回 １回

集中改革プラン
実施計画書整理番号

3　-　（1）
5　-　（2）・（3）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

１回 １回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業内容
推進のため

の指標

異動希望調査及び人事評価の実施回数

目標値
(割合、数値

等)

説明

・毎年時実施して
いる「異動希望調
査」や「人事評価」
を継続して実施す
る。
 また、必要に応
じ、調査票を見直
す。

　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒

継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

実施
検討 継続実施

目指すべき結果 　個々の能力を最大限発揮できる人材配置を実施します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　異動希望調査及び人事評価の実施

具体的項目 職員の適正配置

事業内容 適正な人材配置の推進

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 秘書広報課

事業内容の概要
　個々の職員から意見を聴取し、人事評価をすることで、多様化する行政需要に即応できる適正
な人材配置を推進します。

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 柔軟な組織・機構への再編・改善
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2

（２）

③

（①）

指標

効率的な行政運営の確立

推進項目 柔軟な組織・機構への再編・改善

具体的項目 大月短期大学の将来構想策定

現状値 　平成20年度に認証評価を受け、将来構想の策定を推進しています。

事業内容の概要

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 短大事務局

事業内容 将来構想策定の推進

  魅力ある短期大学として存続するために、将来構想を策定します。

重点項目

目指すべき結果 　将来構想を策定します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

検討

見直し
実施 継続実施 継続実施 実施

説明

・庁内組織として
「将来構想検討委
員会」（仮称）を設
置し、検討及び協
議を行う

・外部者で構成す
る「将来構想委員
会」（仮称）を設置
し、将来構想を策
定する

・将来構想に基づ
く関係機関との協
議

・認証評価を受け
るための準備を行
う（外部評価の実
施等）

           ⇒

・認証評価を受け
る

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

事業内容
推進のため

の指標

将来構想の策定

目標値
(割合、数値

等)
─ ─ ─ 100%

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

備考欄  

達成率 ％ ％

5　-　（6）

％％

集中改革プラン
実施計画書整理番号

％

推進

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

参考
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2

（３）

①

（①）

指標

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 効率的な公共施設の管理運営

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 総務管理課

事業内容の概要 　民間委託の基本的な方針を策定し、全庁的に検討することを推進します。

現状値 　未策定

具体的項目 公共施設・サービスの検討

事業内容 民間委託の推進

目指すべき結果 　民間委託の基本的な方針を策定します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査
検討 実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・他の自治体等の
民間委託について
調査し、基本的な
方針の基礎資料
を収集する

・民間委託の基本
的な方針を策定す
る

・全庁的に取り組
む

⇒ ⇒

事業内容
推進のため
の指標

　民間委託の基本的な方針の策定

目標値
(割合、数値

等)
策定

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

達成率

備考欄  

％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

完了
集中改革プラン

実施計画書整理番号
2　-　（1）

- 21 -



2

（３）

①

（②）

指標

具体的項目 公共施設・サービスの検討

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 学校教育課

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 効率的な公共施設の管理運営

現状値
　民間委託をしている給食センターの運営など参考にし、パート職員の活用などの経費削減に努め
ている。

目指すべき結果 　学校給食を安心・安全かつ安価な経費で全児童、生徒への供給を行います。

事業内容 給食センター　管理運営検討の推進

事業内容の概要
　行政運営の効率化及び児童・生徒の栄養の改善、健康の増進を図るため、業務内容を検証し、
民間活力等への管理運営検討の推進に取り組みます。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施
検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・県内各市の給食
センターの運営実
態を調査のうえ、
民間活力の導入
等の時期及び手
法の検討し、方針
を決定する

　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒

事業内容
推進のため
の指標

方針の決定

目標値
(割合、数値

等)
決定

集中改革プラン
実施計画書整理番号

2　-　（1）

％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

推進

達成率 ％ ％

備考欄  

％

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。
事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度
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2

（３）

①

（③）

指標

効率的な公共施設の管理運営

事業内容 社会教育、社会体育施設　管理運営検討の推進（社会教育施設）

具体的項目 公共施設・サービスの検討

事業内容の概要
　市民サービスの向上を図るため、施設ごとの状況を把握し、市民ニーズを施設運営に反映させ
ます。また、運営状況等を検証する中で、民間活力等を含めた運営形体を検討します。

目指すべき結果
　市民の文化活動、生涯学習の拠点として有効的な活用と、利用者の利便性をより向上させま
す。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 社会教育課

重点項目 効率的な行政運営の確立

現状値 　新規のため、計測不可

推進項目

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

検討
調査 継続実施

⇒

継続実施 継続実施

⇒

継続実施

１回 １回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・施設ごとに係る
経費、利用状況、
アンケート等によ
る市民満足度など
を調査、検討する

・民間活力の導入
を含めた運営形体
を検討する

⇒ ⇒

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

事業内容
推進のため
の指標

調査・検討回数

目標値
(割合、数値

等)
１回 １回 １回

達成率 ％ ％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度

％

備考欄  

％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

推進
集中改革プラン

実施計画書整理番号
2　-　（1）
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2

（３）

①

（③）

指標

計画策定時の年度ごと推進計画

効率的な行政運営の確立

推進項目 効率的な公共施設の管理運営

具体的項目 公共施設・サービスの検討

事業内容の概要
　各施設の管理運営に要する歳入・歳出予算を精査するうえで、利用者数や費用対効果を検証
し、指定管理者制度並びにアウトソーシングの導入を検討する。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 社会教育課

重点項目

目指すべき結果 　費用対効果を検証し施設の廃止や指定管理者制度並びにアウトソーシングの導入。

現状値 　新規のため、計測不可

事業内容 社会教育、社会体育施設　管理運営検討の推進（社会体育施設）

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

検討 実施 継続実施 継続実施 継続実施

説明

・総合体育館、勤
労者体育センター
及び小中学校の
学校開放施設の
利用者数の調査、
耐震化診断に基
づく施設の廃止を
含めた改修計画を
調査・検討する。

⇒ ⇒ ⇒

・小中学校の統廃
合が終了し、体育
館、夜間照明施設
の維持管理が学
校教育施設から
社会体育施設へと
移管が完了する。
廃校施設の跡地
利用や利用者数
の調査、施設の改
修を含めた費用対
効果を検証し、指
定管理者制度並
びにアウトソーシ
ングの導入を検討
する。

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

事業内容
推進のため
の指標

委員会の設置・審議会の開催

目標値
(割合、数値

等)
0　回 　0　回 　0　回 ０　回 ３回

％ ％ ％

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

備考欄  

％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

推進
集中改革プラン

実施計画書整理番号
2　-　（1）

達成率
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2

（３）

①

（④）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

施設の方向性の決定

目標値
(割合、数値

等)
─ ─ ─ 方向性の決定

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・適切な運営によ
り、修繕経費の抑制
と施設の長期活用
を図る。また、大月・
都留・上野原3市広
域運営の可能性を
模索する

・企画財政課と連携
し、上野原市との共
同設置や都留市火
葬場への運営参加
など、施設更新の方
向性を検討する

　　　　　⇒

・施設更新の方向
性を決定し、建設
計画の検討を開
始する

　　　　　⇒

・建設計画の詳細
を検討する

　　　　　⇒

　　　　⇒

　　　　　⇒

　　　　⇒

調査
検討 検討 検討 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 調査

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　具体的な方向性なし

目指すべき結果 　庁内検討委員会を設置して、施設の今後の方向性を見極めます。

事業内容 火葬場　管理運営検討の推進

事業内容の概要
　施設の老巧化に伴い、今後の管理運営方法を見極める必要があるため、施設を市が独自に更新
または広域化するなど、具体的な方向性を検討します。

推進項目 効率的な公共施設の管理運営

具体的項目 公共施設・サービスの検討

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 市民課

重点項目 効率的な行政運営の確立
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2

（３）

①

（⑤）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 産業観光課

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 効率的な公共施設の管理運営

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的項目 公共施設・サービスの検討

事業内容 ふれあいの館　管理運営検討の推進

事業内容の概要
　市制施行40周年記念として、平成6年に丸山公園内に「岩殿山ふれあいの館」として建設された
が、近年の入場者数の低迷により、ふれあいの館そのものの、管理運営方法を検討します。

現状値 　平成22年度入場者数【4,015人】

目指すべき結果 　多くの来訪者（入場者）の誘客を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度

説明

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

事業内容
推進のため
の指標

入場者数の増加

目標値
(割合、数値

等)
前年数10％増 前年数10％増

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

・ふれあいの館の
管理や運営方法に
ついて、集客数の
増加が見込める利
用形態へ変更する

・広報やホーム
ページをを利用し
ＰＲ活動、イベント
開催などにより、
更なる誘客を図る

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

％

参考

達成率

前年数10％増 前年数10％増 前年数10％増

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

備考欄  

％％

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

％ ％
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2

（３）

②

（①）

指標

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 効率的な公共施設の管理運営

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 学校教育課

事業内容の概要
　平成18年3月に市立小中学校適正配置審議会の答申を受け、同年6月、実施計画を作成し主に
老朽化等による校舎建替え時期に合わせ、適正規模等を考慮するなかで統合を実施します。
　今後も引き続き適正化を推進します。（平成18年4月現在、小学校15校、中学校5校）

現状値 　小学校8校、中学校4校（平成23年度）

具体的項目 公共施設の適正規模化推進

事業内容 小中学校の適正配置、統廃合の推進

目指すべき結果 　小学校5校、中学校2校（平成28年度）により、適正規模化を、目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 完了

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・4月に下和田小と
猿橋小が統合する
・大月東中学校舎
建替えを実施する
・平成26年4月に
大月第一中と大月
東中の統合を実施
するため、大月第
一中と大月東中の
保護者及び地域
の理解を得る

・大月東中学校舎
建替えを実施、年
度内に完成する
・大月第一中の閉
校事業を実施し、3
月に閉校式典を行
う
・大月東小学校南
館改修、北館建替
え、体育館建替え
に伴う調査・設計
を実施する

・4月に大月第一中
と大月東中が統合
する
・大月東小学校南
館改修、北館建替
え、体育館建替え
を実施する
・平成28年4月に
大月西小と強瀬小
が大月東小と及び
富浜中が猿橋中と
の統合を実施する
ため、保護者及び
地域の理解を得る
・学校名等変更に
ついて検討する

・大月東小学校南
館改修、北館建替
え、体育館建替え
を実施、年度内に
完成する
・大月西小と強瀬
小及び富浜中の
閉校事業をそれぞ
れ実施し、3月に3
校の閉校式典を行
う
・小中学校の学校
名、校歌及び校章
並びに校旗等を決
定する

・4月に大月西小と
強瀬小が大月東
小と及び富浜中が
猿橋中と統合する

事業内容
推進のため
の指標

計画に基づく適正配置

目標値
(割合、数値

等)

小学校7校
中学校4校

小学校7校
中学校4校

小学校7校
中学校3校

小学校7校
中学校3校

小学校5校
中学校2校

集中改革プラン
実施計画書整理番号

5　-　（5）

％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持

達成率 ％ ％

備考欄  

％

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。
事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度
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2

（３）

②

（②）

指標

担当課等名 福祉課

具体的項目 公共施設の適正規模化推進

行政改革大綱実施計画シート

事業内容 公立保育所の適正配置、幼保一元化推進

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 効率的な公共施設の管理運営

事業内容の概要

　公立保育所については施設の老朽化、少子化、子育て支援等の課題を抱えていることから、そ
の適正配置について外部化の方向も含め対策を講じていく必要に迫られている。
　国においては、幼稚園・保育所が教育・福祉という垣根を取り払う施策を講じているので、その
動向を見際めその総合的な観点から方向性を決定します。

目指すべき結果 　公立保育所適正配置を目指します。

現状値 　関係課（教育委員会）と協議中

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

計画内容
(複数選択可)

検討 実施

　　　　　⇒ 　　　　　⇒

事業内容の
進め方

継続実施 継続実施

　　　　　⇒

継続実施

前年に応じた対応 前年に応じた対応 前年に応じた対応

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・平成23年度中に
課としての方向性
を決定し、幼保一
元化及び保育所
適正配置の動向
に合わせ、関係課
と連携し協議決定
を行う

・平成24年度の決
定内容を受け、実
施に向けた事業を
推進する

％％

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

事業内容
推進のため
の指標

進捗状況

目標値
(割合、数値

等)
方向性の決定 前年に応じた対応

達成率 ％ ％ ％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

備考欄  

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

推進
集中改革プラン

実施計画書整理番号
5　-　（4）
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2

（３）

②

（③）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 社会教育課・産業観光課

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 効率的な公共施設の管理運営

具体的項目 公共施設の適正規模化推進

事業内容 公民館、集会施設等適正配置検討の推進

事業内容の概要
　人口の減少や施設の老朽化等に伴い、公民館や集会施設について生涯学習や地域住民の活
動拠点であることを踏まえる中で、適正規模と統廃合等を検討します。

現状値 　新規のため、計測不可

目指すべき結果
　人口が減少していく中で、統廃合等に向けた取り組みを行うことで、住民の孤立化を回避する事
にもつながり、多くの住民のコミュニティーの場として様々な活動ができる。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 継続実施 検討 検討 検討

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・公民館や集会施
設の利用状況や
建物の耐震状況
等を調査する。

⇒

耐震化の状況、利
用状況、小中学校
適正配置による跡
地利用等を含め、
改修、統廃合等の
素案づくりを行う。

・関係者による検
討会を行う

⇒

事業内容
推進のため
の指標

検討回数

目標値
(割合、数値

等)
2回 2回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

なし

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号

- 29 -



2

（３）

②

（④）

指標

備考欄

達成率 ％ ％ ％

なし
集中改革プラン状況

（完了・維持・推進・検討）
なし

集中改革プラン
実施計画書整理番号

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

参考

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

教職員の充足率に合わせた適正化

目標値
(割合、数値

等)
－ － － － 適正数

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・平成22年度末を
もって、富士見台
教員住宅の用途
廃止を実施し4棟
45戸の保有から3
棟35戸となった

・地元教職員の充
足率、教員住宅の
必要戸数等を調査
し、適正配置及
び、大規模改造の
必要性を検討する

　

　　　　　⇒

　

　　　　　⇒

　

　　　　　⇒
・小中学校の適正
配置完了に併せ、
適正配置の実施、
または大規模改造
を実施する

調査 調査
検討 検討 検討 検討 実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 調査

目指すべき結果 　公共施設の適正規模化推進及び効率的な管理運営を実施します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の概要
　小中学校の適正配置が進み、地元教職員の充足率が高くなっていることから、教員宿舎の配置
を見直していく中で、大規模な修繕等の実施により、適切な管理運営を行ないます。

現状値 　百蔵…1棟10戸、浅利…1棟10戸、強瀬…1棟15戸　　計　3棟35戸

具体的項目 公共施設の適正規模化推進

事業内容 教員住宅の適正配置検討の推進

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 効率的な公共施設の管理運営

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 学校教育課
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2

（３）

③

（①）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号

- - 完了

なし

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業内容
推進のため
の指標

計画の実施

目標値
(割合、数値

等)

説明

・閉校準備委員会に
より閉校に向けた記
念事業を計画し、実
行委員会に移行し
て事業を実施する

・閉校後の施設活用
を検討する

・閉校実行委員会
で記念事業を実施
する

・閉校

　　　　⇒ ・有効的な施設利
用を推進する

⇒⇒

実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

実施
検討 継続実施

大月高校の閉校準備

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容 閉校に向けた計画策定の推進

事業内容の概要 　校舎、屋内運動場等施設の有効的な利用の実施に向け、事業を推進します。

現状値 　新規のため、計測不可

目指すべき結果 　閉校後の、有効的な施設利用計画の推進と利用を目指します。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 高校事務局

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 効率的な公共施設の管理運営

具体的項目
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2

（４）

①

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 企画財政課

重点項目 効率的な行政運営の確立

推進項目 広域行政の推進

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的項目 広域行政の推進

事業内容 行政事務共同化の推進

事業内容の概要
　職員減への対応と経費の節減を図るため、山梨県東部広域連合（3市3村で構成）による行政事
務の共同化を推進します。

現状値
　①介護認定審査会、②情報公開審査会、③個人情報保護審査会、④障害区分認定審査会、
　⑤公平委員会の5事務を共同で処理しています。

目指すべき結果 　他の一部事務組合等の共同事務を調査し、本連合で共同化できる事務を追加します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度

検討

説明

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 調査

事業内容
推進のため
の指標

追加する共同事務：1事業

目標値
(割合、数値

等)

検討 検討 実施 継続実施

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

・現時点で共同事務
の予定はないので、
他の一部事務組合
等の共同事務を調
査し、構成市村の課
長職で組織する幹
事会（広域事務研究
会）及び下部組織の
研究部会で、共同
化できる事務を研究
する

・他の一部事務組
合等の共同事務
を調査し、構成市
村の課長職で組
織する幹事会（広
域事務研究会）及
び下部組織の研
究部会で、共同化
できる事務を研究
する

・共同化できる事
務があった場合、
構成市村の担当
者による実施に向
けての協議を進め
る

・共同化できる行
政事務を追加する

・行政事務の共同
化を継続する

・新たな共同化で
きる事務を研究す
る

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

達成率 ％ ％

1事業
（100％）

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

％

備考欄  

％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

推進
集中改革プラン

実施計画書整理番号
13　-　（1）
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2

（４）

①

（②）

指標

推進項目 広域行政の推進

具体的項目

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 消防本部・企画財政課

重点項目 効率的な行政運営の確立

広域行政の推進

現状値
　山梨県消防広域化推進協議会に参加し、広域化を推進しています
　（参考：22年度末までに4回の協議会が開催されています）

目指すべき結果 　県内消防業務の広域化を目指します。

事業内容 消防業務広域化の推進

事業内容の概要 　県内1消防本部体制に向けて、消防業務の効率化に努めます。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

検討 実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

　
・協議会の推移を
見守り、広域化後
の効率的な大月
消防署の運営に
ついて検討する

　
・消防業務の広域
化を完了する

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

消防業務の広域化

目標値
(割合、数値

等)
─ 完了

13  -  (2)

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

検討
集中改革プラン

実施計画書整理番号

- 33 -



3

（１）

①

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 企画財政課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 健全な財政運営の推進

事業内容 一般会計における目標設定と推進

事業内容の概要
　財政状況の公表と周知を推進すると共に、健全な財政運営となるよう「歳入に見合った歳出構
造」、「市債残高の削減」を目指します。
　また、中・長期財政計画を策定し、情報の開示を推進します。

現状値
　健全化判断比率（将来負担比率202.0、実質公債費比率14.7（22年度決算に基づく））
　参考：全国平均　（　　　　〃　　　　 79.7、　　　　　〃　　　　10.5（　 　　　　　〃　　　　　））

目指すべき結果 　将来負担比率及び実質公債費比率等を注視し、実質的な健全財政を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・財政状況を職員へ
周知する

・指標等の現状分
析、将来見込みを把
握する

・状況に応じ、中期
財政計画の見直し
を行う

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

事業内容
推進のため

の指標

　将来負担比率(上段)、実質公債費比率(下段)

目標値
(割合、数値

等)

200%
15.3

210%
15.8

240%
16.2

225%
15.7

230%
15.8

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

7　-　（2）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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3

（１）

②

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 税務課・収納対策室

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 受益者負担の適正化

事業内容 使用料、手数料、負担金適正化の推進

事業内容の概要 　窓口手数料について、毎年次、県内他市の状況把握を行い、比較検討します。

現状値 　測定不可

目指すべき結果 　適正料金を設定します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

見直し

　　　　　⇒

検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業内容
推進のため
の指標

見直し実施回数

説明

・県内他市の手数
料を調査し、一覧
表にまとめたうえ
で、比較検討を行
い、適正な金額を
設定する

　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回

％ ％ ％

事業の実施内容

達成率

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

平成２７年度 平成２８年度

備考欄  

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（3）
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3

（１）

②

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 市民課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 受益者負担の適正化

事業内容 使用料、手数料、負担金適正化の推進

事業内容の概要 　窓口手数料について、毎年次、県内他市の状況把握を行い、比較検討します。

現状値 　新規のため、計測不可

目指すべき結果 　県内他市と比較の上、適正な金額を設定します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施
検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・県内他市の手数
料を4月中に調査
し、一覧表にまと
めたうえで、比較
検討を行い、適正
な金額を設定する

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため
の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

7　-　（3）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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3

（１）

②

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 生活環境課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 受益者負担の適正化

事業内容 使用料、手数料、負担金適正化の推進

事業内容の概要
　犬の登録手数料・狂犬病予防注射済票交付手数料について、県内自治体と協議し適正化に努め
ます。

現状値 　犬の登録手数料　@3,000円・狂犬病予防注射済票交付手数料　@550円 (県内自治体と同額)

目指すべき結果 　周辺自治体との統一性、均一性と、適正な料金設定を図ります。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

見直し 実施
検討 検討 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・他市の料金を4
月に調査し、一覧
表にまとめたうえ
で、比較検討を行
う
 あわせて、他市の
設定根拠を調査
し、基礎資料を収
集する

・前年同様4月に比
較検討を行う
　本市の算定基礎
を作成する

⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため

の指標

調査、見直し回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％ ％ ％

1回 1回 1回

備考欄  

％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（3）

達成率
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3

（１）

②

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 生活環境課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 受益者負担の適正化

事業内容 使用料、手数料、負担金適正化の推進

事業内容の概要 　地域消毒事業への無料消毒機貸し出しの見直しを行います。

現状値
　現在は無料（ただし、薬剤は全額使用者負担）(消毒機の老朽化など保守修繕料の増加・・・県内の
事業実施全団体が無料)

目指すべき結果
　各市町村の料金の調査を実施し、適切な料金設定を図るとともに事業の必要性そのものについて
も検討を行う。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施
検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・事業を実施して
いる周辺自治体
の状況を4月に調
査し、料金の見直
し作業を実施する

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため
の指標

調査、見直し回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

7　-　（3）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号

- 38 -



3

（１）

②

（①）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（3）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため

の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

　
・県内他市の料金
を4月当初に調査
し、一覧表にまと
めたうえで、比較
検討を行う
 あわせて、他市の
設定根拠を調査
し、基礎資料を収
集する

　
・前年同様4月に
比較検討を行う。
本市の算定基礎
を作成する

⇒ ⇒ ⇒

検討 検討 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 調査

実施 実施

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　新規のため、計測不可

目指すべき結果
　他市の設定根拠を調査し、一覧表にまとめ本市の積算根拠を明確にし、適正料金を設定しま
す。

事業内容 使用料、手数料、負担金適正化の推進

事業内容の概要
　介護認定情報提供手数料について、毎年次、県内他市の状況把握を行い、比較検討します。
また、使用料については、積算根拠を明確にし、料金の適正化を推進します。

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 受益者負担の適正化

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 介護課

重点項目 健全な財政運営の推進

- 39 -



3

（１）

②

（①）

指標

事業内容の概要
　財政の健全化に資するため、健診事業及び健康増進事業に係る各種負担金に関し適正化を推
進します。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 保健課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 受益者負担の適正化

事業内容 使用料、手数料、負担金適正化の推進

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

現状値
　健診事業における自己負担金については、医療費負担と同様の考え方から、経費の2割から3割を徴収します。
保健活動における参加者負担金等については、事業実施に係る実費相当分を徴収します。

目指すべき結果 　現状を継続します。

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

見直し
継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

検討 継続実施 継続実施 継続実施

⇒

事業内容
推進のため

の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回

・県内他市の料金を
5月中に調査し、一
覧表にまとめたうえ
で、比較検討を行う
 あわせて、他市の
設定根拠を調査し、
基礎資料を収集す
る

参考

・前年同様5月中
に比較検討を行う
 本市の算定基礎
を作成する

⇒ ⇒

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

1回

達成率 ％ ％ ％

1回

平成２７年度 平成２８年度

％％

1回

備考欄  

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（3）
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3

（１）

②

（①）

指標

備考欄  

％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（3）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

達成率

事業内容
推進のため

の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・県内他市の料金を
4月当初に調査し、
一覧表にまとめたう
えで、比較検討を行
う
 あわせて、他市の
設定根拠を調査し、
基礎資料を収集す
る

・前年同様4月に
比較検討を行う
 本市の算定基礎
を作成する

⇒ ⇒ ⇒

検討 検討 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 調査

実施 実施

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　新規のため、計測不可

目指すべき結果 　他市の設定根拠を調査し、一覧表にまとめ本市の積算根拠を明確にし、適正料金を設定します。

事業内容 使用料、手数料、負担金適正化の推進

事業内容の概要
　毎年次、「農業振興地域農用地除外等証明手数料」等について、県内他市の状況把握を行い、
比較検討します。
　また、使用料については、積算根拠を明確にし、料金の適正化を推進します。

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 受益者負担の適正化

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 産業観光課

重点項目 健全な財政運営の推進

- 41 -



3

（１）

②

（①）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（3）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

- 100%

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

・平成23年4月に改
定した、新たな占用
料徴収条例により、
適正な使用料金で
の継続的な徴収を
行う

・新たな対象物件を
調査する

　　　　　　⇒ 　　　　　　⇒
・調査結果を踏ま
え、使用料を徴収
する

　　　　　　⇒

事業内容
推進のため
の指標

適正な対象物件の抽出と、使用料の徴収

目標値
(割合、数値

等)
- -

実施 継続実施 継続実施 見直し 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

実施

説明

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

見直し

調査

現状値 　大月市道路占用料徴収条例に基づく徴収（平成22年度徴収額：4,529,359円）

目指すべき結果 　対象物件を明確にし、適正な使用料金の徴収を行います。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的項目 受益者負担の適正化

事業内容 使用料、手数料、負担金適正化の推進

事業内容の概要
　使用料（道路占用料）については、積算根拠を明確にし、料金の適正化を推進します。
また、大月市道路占用料徴収条例を改定し、適正な物件に対し、適正な金額を徴収します。（国か
らの通知及び県内他市も参考）

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 建設課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化
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3

（１）

②

（①）

指標

7　-　（3）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

備考欄  

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号

％ ％ ％

事業の実施内容

達成率

事業内容
推進のため
の指標

調査、比較、検討回数

％％

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

目標値
(割合、数値

等)
1　回 1　回 1　回 1　回 1　回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・毎年４月に県内
の他市町村の料
金及び設定根拠
を調査し、比較検
討を行う

・減免規定の検討
を行う

・前年同様4月に
県内の他市町村
の料金及び設定
根拠を調査、比較
検討を行い、必要
に応じ使用料およ
び減免の見直しを
行う

⇒ ⇒ ⇒

検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

目指すべき結果 　減免規定の見直し及び適正料金を設定します。

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施 見直し

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　新規のため、計測不可

事業内容 使用料、手数料、負担金適正化の推進

事業内容の概要
　施設使用料等について、毎年次、県内各市町村の状況把握を行い、比較検討を行います。ま
た、使用料については、積算根拠を明確にするとともに、更に減免規定の見直しを検討し、料金
の適正化を推進します。

具体的項目 受益者負担の適正化

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 社会教育課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化
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3

（１）

②

（①）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（3）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

見直し回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・1月に診療報酬
以外の「診断書
料」・「保育室利用
負担金」等につい
て、県内公立病
院、民間で運営す
る認可外保育室
等を調査し、基礎
資料を作成する

・基礎資料を基
に、翌年度4月か
ら適正な金額を設
定するため、比較
検討を行う

・1月に診療報酬
以外の「診断書
料」・「保育室利用
負担金」等につい
て、県内公立病
院、民間で運営す
る認可外保育室
等を調査し、基礎
資料にまとめる

　　　　　⇒

　　　　　⇒

　

　
　
　　　　　⇒

　　　　　⇒

　

　
　
　　　　　⇒

　　　　　⇒

　

　
　
　　　　　⇒

検討 検討 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 調査

実施 実施

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　新規のため、計測不可

目指すべき結果 　設定根拠を明確にし、適正な金額を設定します。

事業内容 使用料、手数料、負担金適正化の推進

事業内容の概要
　病院で徴収している診療報酬以外の「診断書料」・「保育室利用負担金」等について、県内公立
病院等の状況把握を行い、比較検討し、適正な金額の推進を図ります。

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 受益者負担の適正化

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 中央病院

重点項目 健全な財政運営の推進
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3

（１）

③

（①）

指標

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 総務管理課

事業内容の概要
　市が保有する財産の適正管理を図るため、平成23年度に実施した財産台帳見直し結果をもと
に、未利用地の売却を推進します。

現状値 　随時実施

具体的項目 公有財産有効活用の推進

事業内容 未利用財産処分の推進

目指すべき結果 　未利用財産の処分を推進します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

⇒ ⇒

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

2回 2回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・財産台帳の見直
しにより、売却可
能財産等の調査
を行う

・売却可能財産に
ついては、随時処
分を推進する

⇒ ⇒

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

売り出し回数

目標値
(割合、数値

等)
2回 2回 2回

7　-　（4）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

推進
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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3

（１）

④

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 市民課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 経費の節減・削減

事業内容 補助金、負担金適正化の推進

事業内容の概要 　交通安全に関する補助金について、県内他市の状況と比較検討し、適正化に努めます。

現状値 　新規のため、計測不可

目指すべき結果 　交付状況の調査と、適正な金額での補助金の交付を行います。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施
検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・県内他市の補助
金を5月中に調査
し、一覧表にまと
めたうえで、比較
検討を行い、適正
な金額を交付する

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため
の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

7　-　（5）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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3

（１）

④

（①）

指標

1回

　見直し実施回数

調査
検討

1回 1回 1回 1回

集中改革プラン
実施計画書整理番号

7　-　（5）

平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

％達成率 ％ ％ ％

備考欄  

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持

％

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業の実施内容

・県内他市の補助
金を5月中に調査
し、一覧表にまと
めたうえで、適正
な金額を交付する

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事業内容の
進め方

説明

事業内容
推進のため

の指標
目標値

(割合、数値
等)

継続実施計画内容
(複数選択可)

継続実施 継続実施

経費の節減・削減

補助金、負担金適正化の推進

 生ごみ処理機、処理容器、住宅用太陽光発電システムに関する補助金について、県内他市の状況
も参考に検討し、適正化に努めます。

実施
継続実施

　ごみ処理機2万円/台　ごみ処理容器3千円/台　太陽光発電システム5万円/戸

平成２４年度 平成２５年度

計画策定時の年度ごと推進計画

年度

目指すべき結果

現状値

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

　適正な金額での補助金の交付を行います。

事業内容の概要

行政改革大綱実施計画シート

生活環境課担当課等名

重点項目

推進項目

具体的項目

事業内容

健全な財政運営の推進

財政運営の健全化
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3

（１）

④

（①）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（5）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

1回 1回 1回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

・県内他市の補助
金の状況を5月中
に調査し、一覧表
にまとめたうえで、
比較検討を行い、
適正な金額を交付
する

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため
の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回

検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施

現状値 　新規のため、計測不可

目指すべき結果 　適正な金額での補助金の交付を行います。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的項目 経費の節減・削減

事業内容 補助金、負担金適正化の推進

事業内容の概要
　敬老祝金、長寿祝金、介護慰労金、子育て支援手当等の市独自の補助金に関し、県内他市の
状況と比較検討し、適正化に努めます。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 福祉課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化
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3

（１）

④

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 保健課

現状値
 補助金額の見直し随時　(医師会15万円/年　歯科医師会15万円/年　保健活動推進委員会15万3
千円/年)

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 経費の節減・削減

事業内容 補助金、負担金適正化の推進

事業内容の概要
　医師会・歯科医師会、保健活動推進委員会等に関する補助金について、県内他市の状況と比較
検討し、適正化に努めます。

目指すべき結果 　交付状況の調査と、適正な金額での補助金の交付を行います。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施
検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・県内他市の補助金
を5月中に調査し、
一覧表にまとめたう
えで、比較検討を行
い、適正な金額を交
付する

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため

の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

7　-　（5）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

備考欄  

達成率 ％ ％ ％
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3

（１）

④

（①）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（5）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・補助金、負担金の
交付状況を明確に
するため、5月に他
市の状況等を調査
し、一覧表にまとめ
る

・また、交付金額の
妥当性、類似の補
助金、負担金の統
合及び廃止を検討
する

・前年同様5月に
比較し、統合及び
廃止を検討する

⇒ ⇒ ⇒

検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

目指すべき結果 　各種団体等への交付状況の調査と、適正な金額での補助金、負担金の交付を行います。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の概要
　大月市森林組合、大月市商工会、大月市観光協会等への補助金、負担金を県内他市の状況と
比較検討し、適正化に努めます。

現状値 　新規のため、計測不可

具体的項目 経費の節減・削減

事業内容 補助金、負担金適正化の推進

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 産業観光課
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3

（１）

④

（①）

指標

事業内容の概要
　市内現職教員研究協議会、遠距離通学者、校外活動交通費、全国大会等出場経費、総合的な
学習の時間促進費の補助金等について、県内他市の状況と比較検討し、適正化に努めます。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 学校教育課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 経費の節減・削減

事業内容 補助金、負担金適正化の推進

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

現状値 　新規のため計測不可

目指すべき結果 　交付状況の調査と、適正な金額での補助金の交付を行います。

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施
継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

検討 継続実施 継続実施 継続実施

⇒

事業内容
推進のため
の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回

・県内他市の補助
金を5月中に調査
し、一覧表にまと
めたうえで、比較
検討を行い、適正
な金額を交付する

⇒ ⇒ ⇒

1回 1回 1回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

7　-　（5）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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3

（１）

④

（①）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（5）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため

の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・5月に補助金、負
担金の交付状況
を県内他市を対象
に調査し、一覧表
にまとめる。
 また、交付事業の
内容も精査し適正
化に努める

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

調査 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

検討

目指すべき結果 　各種団体等への交付状況の調査と適正な金額での補助金、負担金の交付を行います。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　新規のため、計測不可

具体的項目 経費の節減・削減

事業内容 補助金、負担金適正化の推進

推進項目 財政運営の健全化

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 社会教育課

事業内容の概要
　体育協会等の各種団体への補助金、負担金を県内他市の状況を調査、把握し適正化に努めま
す。又、補助金、負担金の交付団体の事業を精査し節減・削減にも努めます。

重点項目 健全な財政運営の推進
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3

（１）

④

（①）

指標

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 経費の節減・削減

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 消防本部

重点項目 健全な財政運営の推進

現状値 　毎年、見直しを実施しています。

目指すべき結果 　県内他市の状況を調査し、適正な金額での補助金の交付を行います。

事業内容 補助金、負担金適正化の推進

事業内容の概要
　消防団施設整備に対する補助金を県内他市と比較検討し、適正化に努めます。
 （補助基準額　6,000千円　　補助金の額　補助基準額の1/3を超えない範囲）

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 継続実施

実施

⇒ ⇒

継続実施 継続実施 継続実施
検討 見直し 見直し 見直し 見直し

1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

　
・補助金の交付状
況を明確にするた
め、毎年5月に他
市の状況等を調
査し、一覧表にま
とめ、比較検討す
る

⇒ ⇒

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため

の指標

見直し実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回

7　-　（5）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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3

（１）

④

（②）

指標

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 総務管理課

事業内容の概要
　事務の合理化及び効率化、並びに省エネルギー等の省資源対策により、行政経費の節減に努
めるため、既に定めてある「大月市行政経費節減マニュアル」を見直し、実施の徹底を推進しま
す。

現状値 　随時、節電等について、周知し実施

具体的項目 経費の節減・削減

事業内容 経費節減マニュアルの推進

目指すべき結果 　「大月市行政経費節減マニュアル」に基づき、全庁的に統一して実施します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

見直し 見直し 見直し 見直し 見直し
実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・既に策定済みの
「大月市行政経費
節減マニュアル」
を見直す

・推進の徹底を図
るため、年度末に
調査票により検証
する

・状況に応じて「大
月市行政経費節
減マニュアル」を
見直す

　　　　　⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

事業内容
推進のため
の指標

取り組み状況

目標値
(割合、数値

等)
- 100% 100% 100% 100%

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

達成率

備考欄  

％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（5）
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3

（１）

④

（③）

指標

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 総務管理課

事業内容の概要
　公用車管理の一元化、車両更新時における車両数の削減、車両の小型化（軽自動車化）、低
燃費車両の導入などにより経費の削減を図ります。また、車両のリース化も併せて推進します。

現状値 　現有車両数　82台（リース車両を含み、消防団車両を除く）

具体的項目 経費の節減・削減

事業内容 公用車経費節減、削減の推進

目指すべき結果 　5年間で車両8台の削減（消防団車両を除く）を推進します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査 見直し

実施

⇒

⇒

⇒

⇒

見直し 見直し 見直し
検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

削減1台 削減1台

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・平成22年度から
実施している走行
実績を考慮のう
え、27年度までの
削減計画を更新
する
　また、併せて、低
燃費車両への入
れ替え、リース計
画を策定する

・計画に基づき、
実施する

・計画を見直す

　　　　　⇒

⇒

⇒

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

車両台数の削減

目標値
(割合、数値

等)
削減4台 削減1台 削減1台

7　-　（5）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号

- 55 -



3

（１）

⑤

（①）

指標

　
　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　
　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　
　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

○滞納防止
・納税に係る啓蒙活動
　口座振替の推奨
　広報による納税の周知
・コンビニ収納の実施

○滞納整理
・文書による催告
・電話催告・臨戸訪問
・財産調査・差押・換価
・執行停止

○見直し
・人員体制の見直し
・強化月間等手法の検討
・市税等収納率向上委員会
の活用

山梨県地方税滞納整理推
進機構への参加・連携

○滞納防止
・納税に係る啓蒙活動
　口座振替の推奨
　広報による納税の周知

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業内容
推進のため

の指標

事業内容の
進め方

現年収納率

説明

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 税務課・収納対策室

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 市税等の滞納対策強化

事業内容 市税　滞納対策の推進

事業内容の概要

　市民福祉の充実のため、公平な課税及び徴収により、市民が安心して生活できるように、公共のサービスや社
会保障の充実・住宅及び道路の整備など、幅広い活動に必要な自主財源を確保するためにも収納率を上げる必
要があります。　このため、市税等収納率向上委員会を活用し、市税の滞納者に対して、徹底した納税意識の浸
透及び、収納率の向上を図ります。

現状値 　平成22年度　現年収納率　98.11 %

目指すべき結果
　納税義務者及び収納状況を適切に把握し、納期限内納付の徹底（納めやすい環境づくり）、自主納付の確立及
び収納率の向上を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２８年度平成２７年度

継続実施
継続実施 継続実施

計画内容
(複数選択可)

実施 実施
見直し 見直し 継続実施 継続実施

前年度決算収納率の
0.1％増

前年度決算収納率の
0.1％増

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

目標値
(割合、数値

等)

前年度決算収納率の
0.1％増

前年度決算収納率の
0.1％増

前年度決算収納率の
0.1％増

7　-　（6）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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3

（１）

⑤

（②）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 税務課・収納対策室・保健課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 市税等の滞納対策強化

事業内容 国民健康保険税　滞納対策の推進

事業内容の概要
　市税等収納率向上委員会を活用し、国民健康保険税の滞納者に対して、徹底した納税意識の浸透及び、収納
率の向上を図ります。

現状値 　平成22年度　現年収納率　89.48 %

目指すべき結果
　納税義務者及び収納状況を適切に把握し、納期限内納付の徹底（納めやすい環境づくり）、自主納付の確立及
び収納率の向上を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

継続実施 継続実施

実施 実施

継続実施 継続実施 継続実施
見直し 見直し 見直し 見直し 見直し

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

実施 実施 実施

説明

○滞納防止
・納税に係る啓蒙活動
　口座振替の推奨
　広報による納税の周知
・コンビニ収納の実施

○滞納整理
・文書による催告
・電話催告・臨戸訪問
・財産調査・差押・換価
・執行停止

○見直し
・人員体制の見直し
・強化月間等手法の検討
・市税等収納率向上委員会
の活用

山梨県地方税滞納整理推
進機構への参加・連携

○滞納防止
・納税に係る啓蒙活動
　口座振替の推奨
　広報による納税の周知

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　
　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　
　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　
　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　⇒

事業内容
推進のため

の指標

現年収納率

目標値
(割合、数値

等)

前年度決算収納率の
0.5％増

前年度決算収納率の
0.5％増

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（6）

前年度決算収納率の
0.5％増

前年度決算収納率の
0.5％増

前年度決算収納率の
0.5％増

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

％％

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）
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3

（１）

⑤

（②）

指標

備考欄  

％％

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

％ ％ ％

参考

達成率

前年度決算収納率の
0.5％増

前年度決算収納率の
0.5％増

前年度決算収納率の
0.5％増

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

○滞納防止
・納税に係る啓蒙活動
　口座振替の推奨
　広報による納税の周知
・コンビニ収納の実施

○滞納整理
・文書による催告
・電話催告・臨戸訪問
・財産調査・差押・換価
・執行停止

○見直し
・人員体制の見直し
・強化月間等手法の検討
・市税等収納率向上委員会
　の活用

○山梨県地方税滞納整理
推進機構への参加・連携

○滞納防止
・納税に係る啓蒙活動
　口座振替の推奨
　広報による納税の周知

　　　　　　　　　⇒

　

　　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　　⇒
　

　　　　　　　　　⇒

　

　　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　　⇒
　

　　　　　　　　　⇒

　

　　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　　⇒
　

　　　　　　　　　⇒

　

　　　　　　　　　⇒

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業内容
推進のため

の指標

現年収納率

目標値
(割合、数値

等)

前年度決算収納率の
0.5％増

前年度決算収納率の
0.5％増

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

説明

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

現状値 　平成22年度　現年収納率　89.48 %

目指すべき結果
　納税義務者及び収納状況を適切に把握し、納期限内納付の徹底（納めやすい環境づくり）、自主納付の確立及
び収納率の向上を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的項目 市税等の滞納対策強化

事業内容 国民健康保険税　滞納対策の推進

事業内容の概要

　市民福祉の充実のため、公平な課税及び徴収により、市民が安心して生活できるように、公共のサービスや社
会保障の充実・住宅及び道路の整備など、幅広い活動に必要な自主財源を確保するためにも収納率を上げる必
要があります。　このため、市税等収納率向上委員会を活用し、市税の滞納者に対して、徹底した納税意識の浸
透を図り、収納率の向上を図ります。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 保健課・税務課・収納対策室

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化
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3

（１）

⑤

（③）

指標

備考欄  

％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号

達成率

なし

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

山梨県後期高齢者
広域連合が定める

収納率

山梨県後期高齢者
広域連合が定める

収納率

山梨県後期高齢者
広域連合が定める

収納率

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

○滞納防止
・納税に係る啓蒙活動
　口座振替の推奨
　広報による納税の周知

○滞納整理
・文書による催告
・電話催告・臨戸訪問
・財産調査・差押・換価
・執行停止

○見直し
・人員体制の見直し
・強化月間等手法の検討
・市税等収納率向上委員会
の活用

○山梨県地方税滞納整理
推進機構への参加・連携

○滞納防止
・納税に係る啓蒙活動
　口座振替の推奨
　広報による納税の周知

　　　　　　　　　⇒

　

　　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　　⇒
　

　　　　　　　　　⇒

　

　　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　　⇒
　

　　　　　　　　　⇒

　

　　　　　　　　　⇒

　　　　　　　　　⇒
　

　　　　　　　　　⇒

　

　　　　　　　　　⇒

事業内容
推進のため

の指標

現年収納率

目標値
(割合、数値

等)
99.75％ 99.80%

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

現状値 　平成22年度　現年収納率　99.70 %

目指すべき結果
　納税義務者及び収納状況を適切に把握し、納期限内納付の徹底（納めやすい環境づくり）、自主納付の確立及
び収納率の向上を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的項目 市税等の滞納対策強化

事業内容 後期高齢者医療保険料　滞納対策の推進

事業内容の概要

　市民福祉の充実のため、公平な課税及び徴収により、市民が安心して生活できるように、公共のサービスや社
会保障の充実・住宅及び道路の整備など、幅広い活動に必要な自主財源を確保するためにも収納率を上げる必
要があります。　このため、市税等収納率向上委員会を活用し、市税の滞納者に対して、徹底した納税意識の浸
透を図り、収納率の向上を図ります。なお、平成26年度以降、新たな高齢者制度に移行予定です。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 保健課・収納対策室

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化
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3

（１）

⑤

（④）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 収納対策室・介護課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 市税等の滞納対策強化

事業内容 介護保険料　滞納対策の推進

事業内容の概要
　市税等収納率向上委員会を活用し、介護保険料の滞納者に対して、徹底した納税意識の浸透
及び、収納率の向上を図ります。

現状値 　平成22年度　現年収納率　98.87％

目指すべき結果
　被保険者の収納率を適切に把握し、納期限内納付の徹底（納めやすい環境づくり）、自主納付
の確立及び納付率の向上を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

継続実施
見直し 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
実施

説明

○滞納防止
・納付に係る啓蒙活動
　口座振替の推奨
　広報による納付の周
知

○滞納整理
・文書による催告
・電話催告・臨戸訪問

○見直し
・強化月間等手法の検
討
・市税等収納率向上委
員会の活用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

事業内容
推進のため
の指標

現年収納率

目標値
(割合、数値

等)

前年度決算収納率の
0.1％増

前年度決算収納率の
0.1％増

前年度決算収納率の
0.1％増

前年度決算収納率の
0.1％増

前年度決算収納率の
0.1％増

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

達成率 ％ ％ ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（6）

備考欄  
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3

（１）

⑤

（④）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（6）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

3回 3回 3回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

・収納対策室と連
携し、訪問徴収など
を実施し、滞納防
止、納付意識の向
上を目指す

⇒
⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため

の指標

実施回数

目標値
(割合、数値

等)
3回 3回

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

現状値 　収納対策室との連携による電話訪問等の催告 【年2回程度】

目指すべき結果
　被保険者の収納率を適切に把握し、納期限内納付の徹底（納めやすい環境づくり）、自主納付
の確立及び納付率の向上を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的項目 市税等の滞納対策強化

事業内容 介護保険料　滞納対策の推進

事業内容の概要

　介護保険特別会計及び介護保険サービス特別会計については、事業のすべてが制度化されているため、特段
の会計健全化策を打ち出すことはできない状況にあります。
　しかし、公正な課税、徴収を行い、自主財源を確保することで健全化の促進となるため、広報等を活用し、収納
対策室と連携し、介護保険料滞納者に対して、徹底した納付意識を浸透させ、収納率の向上を推進します。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 介護課・収納対策室

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化
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3

（１）

⑤

（⑤）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 福祉課

具体的項目 市税等の滞納対策強化

事業内容 保育園費負担金　滞納対策の推進

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

事業内容の概要
　自主納付場所の拡大や納付時間の延長等、効果的な方法について検討する。滞納解消対策と
して、関係各課との連携を図り、徴収体制の強化を図ります。

目指すべき結果 　納付義務意識と収納率の向上を目指します。

現状値 　納付義務意識の向上による、保育負担金の収納率の向上を図る。平成22年度収納率98.75％

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・個別訪問収納及
び子ども手当窓口
払いによる納入依
頼

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため
の指標

収納率

目標値
(割合、数値

等)
前年比0.1％増 前年比0.1％増 前年比0.1％増 前年比0.1％増 前年比0.1％増

7　-　（6）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

備考欄  

達成率 ％ ％ ％
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3

（１）

⑤

（⑥）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（6）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

12回 12回 12回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

・市営住宅使用料
滞納整理方針及
び内規に基づき、
未納を確認した場
合、督促を発送す
るとともに、直ちに
電話催告、訪問徴
収を実施する

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため

の指標

毎月、未納を確認した時点で電話催告、訪問徴収等実施回数

目標値
(割合、数値

等)
12回 12回

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

現状値 　滞納者に対し、必要に応じて電話催促、訪問徴収を実施　【随時】

目指すべき結果 　使用料の期限内納付を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的項目 市税等の滞納対策強化

事業内容 市営住宅使用料 滞納対策の推進

事業内容の概要
　入居者に対し、使用料の期限内での支払いの徹底と、未払い増加抑制、徴収の促進を進め、
滞納額増加の抑制を進めます。
また、悪質滞納者へは明渡支払訴訟を実施します。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 建設課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化
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3

（１）

⑤

（⑦）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 生活環境課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 市税等の滞納対策強化

事業内容 簡易水道使用料　滞納対策の推進

事業内容の概要
　納入遅延者に対し、毎月督促通知の発送や訪問徴収、分納誓約を取り交わすなど、徴収を推
進し、場合によっては給水停止措置を実施します。

現状値 　滞納者に対し随時徴収を実施　　水道料金の納付率　平成22年度　98.47％

目指すべき結果 　使用料の未納付解消を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・毎月、水道料金
滞納者への電話
催告や訪問徴収
など収納対策を強
化し、納付率の向
上を図る

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事業内容
推進のため
の指標

訪問徴収回数

目標値
(割合、数値

等)
月1回 月1回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（6）

月1回 月1回 月1回

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

％％

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）
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3

（１）

⑤

（⑧）

指標

推進項目

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 学校教育課

重点項目 健全な財政運営の推進

事業内容 学校給食費負担金　滞納対策の推進

事業内容の概要
　収納状況を適切に管理し、保護者に対して徹底した納付意識の浸透を図り、収納率の向上に努
めます。

具体的項目 市税等の滞納対策強化

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

財政運営の健全化

目指すべき結果 　納期限内の納付により、財政運営の健全化を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

現状値
　子ども手当の支給に合わせて６月・１０月・２月に家庭訪問等を実施し、学校と協力しながら給食
費徴収などを行っています。

平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

実施

　　　　　⇒ 　　　　　⇒

検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

月1回月1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・未納者に対し、督
促状の送付・電
話・訪問対応を行
い収納の向上に努
める

　　　　　⇒ 　　　　　⇒

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

実施回数

目標値
(割合、数値

等)
月1回 月1回 月1回

7　-　（6）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
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3

（１）

⑤

（⑨）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
7　-　（6）

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

2回 2回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業内容
推進のため
の指標

事業説明回数(下水道事業（負担金）に対する理解向上のため工事実施説明、負担金・料金説明)

目標値
(割合、数値

等)
2回 2回 2回

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

説明

・桂川流域関連市町
の状況を年1回調査
研究し、有効な手段
を検討し、未納者へ
の下水道事業（負担
金）への理解を得る
ため、説明を実施す
る

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

継続実施 継続実施 継続実施

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 地域整備課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

調査

実施
検討 継続実施

具体的項目 市税等の滞納対策強化

事業内容 下水道受益者負担金　滞納対策の推進

目指すべき結果 　下水道未加入者に対する費用負担への理解を求め、加入者の拡大に取り組みます。

事業内容の概要
　下水道受益者負担金とは、加入時に本管工事費の一部を費用負担していただくことで、下水道事
業への理解を得て加入していただくことが健全化への第一歩だが、現状は理解者のみが加入して
いる状況であるため、滞納はほとんど無く、今後の加入に際し、滞納が発生しないよう推進します。

現状値 　下水道加入者は費用負担理解者であるため、滞納はない。
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3

（１）

⑥

（①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 生活環境課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 財政運営の健全化

具体的項目 公営企業繰出金の適正運用

事業内容 東部地域広域水道企業団への繰出金等の適正化推進

事業内容の概要
　安全で安定した水道水の供給を図るため、東部地域広域水道企業団の経営の健全化、経費削
減、繰入金の適正化を図り健全経営を推進します。

現状値 　随時幹事会等を実施

目指すべき結果 　経営の合理化・効率化を推進し、経費削減を図ります。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

検討

実施
見直し 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

説明

・事業収入の減少
に伴い、両市職員
を含めた幹事会等
により、経営方針
を含め経営の健
全化への取り組み
として、関係者に
よる会議を定期的
に実施する

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

事業内容
推進のため
の指標

幹事会等における協議回数

目標値
(割合、数値

等)
3回 3回 3回 3回 3回

％ ％ ％

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

備考欄  

％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

達成率
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3

（２）

①

(①）

指標

行政改革大綱実施計画シート

備考欄  

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
3　-　（1）

達成率 ％ ％ ％ ％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％

事業内容
推進のため
の指標

意見聴取実施回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・現在の事務の状
況や次年度以降
の増減事務などを
把握するなかで、
組織、機構への課
題抽出を含め、適
正な職員配置とな
るよう総務管理課
と共に課等ごとに
意見聴取を実施
する

　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒ 　　　　　⇒

検討 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

実施

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

事業内容 定員適正化計画の推進

事業内容の概要
　多様化する行政需要に対応することはもとより、過大配置とならないよう配置職員数を最小限に
とどめることで、定員の抑制を推進します。

現状値 　必要に応じて意見聴取を実施

目指すべき結果 　人件費の抑制を推進します。

担当課等名 秘書広報課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 定員管理・給与等の適正化

具体的項目 定員管理の適正化
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3

（２）

②

(①）

指標

備考欄  

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 秘書広報課

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業の実施内容

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 定員管理・給与等の適正化

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

　　　　　⇒

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回

％ ％

参考

達成率 ％ ％ ％

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持
集中改革プラン

実施計画書整理番号
4　-　（1）

1回 1回 1回

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

事業内容
推進のため
の指標

見直し回数

　　　　　⇒ 　　　　　⇒

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

説明

・人事院勧告及び
山梨県人事委員
会の勧告に準じた
給与改定等を行
い給与制度の適
正化に努めます

　　　　　⇒

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　国及び県の給与制度に準じた運用

目指すべき結果 　人件費の抑制を推進します。

給与制度の適正化

事業内容 給与制度の推進

事業内容の概要 　市民の理解が得られるように国及び県の給与制度に準じた運用を行います。

具体的項目
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3

（３）

①

（①）

指標

2　-　（1）

備考欄  

％％％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

維持

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

集中改革プラン
実施計画書整理番号

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

達成率

事業内容
推進のため
の指標

経営の効率化における目標数値

目標値
(割合、数値

等)

常勤医師11名
経常収支比率
100.4％他

─

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・中央病院改革プ
ランにおいて設定
された目標数値に
対する中央病院
の経営改善の進
捗状況の確認、評
価を行う

・平成21年度から
平成24年度まで
の中央病院の経
営状況を踏まえ、
必要に応じて、経
営形態・事業形態
の見直し、再編
ネットワーク化の
検討を行い、最終
的な判断を行う

継続実施 検討

平成２５年度 平成２６年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

平成２７年度 平成２８年度

　中央病院の経営の健全化を目指します。

事業内容 中央病院改革プランの推進

事業内容の概要
　平成21年度から平成24年度まで具体的に設定した数値目標に対しての中央病院の経営改善
の進捗状況を確認し、平成25年度は、その状況を踏まえ、必要に応じて、経営形態・事業形態の
見直し、再編・ネットワーク化の検討を行います。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度

現状値 　平成22年度末市立中央病院改革プランの進捗状況・評価

目指すべき結果

推進項目 特別会計等の事業健全化

具体的項目

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 保健課

重点項目 健全な財政運営の推進

中央病院の経営健全化
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3

（３）

①

（②）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容
推進のため
の指標

病院基本構想の見直しとその推進

目標値
(割合、数値

等)
基本構想見直し 推進 推進 推進 推進

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・平成23年度、国の
地域医療再生計画
事業の決定を受け、
地域医療連携の推
進、救急医療の充
実、診療機能の規
範並びに運営のあ
り方を検討した病院
基本計画が策定さ
れその基本計画に
基づく事業の推進を
図る

　
・計画に基づく事
業運営の把握と確
認を行う

　⇒ 　⇒ 　⇒

継続実施 実施 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　大月市立中央病院基本構想（平成17年10月策定）

目指すべき結果 　病院基本構想の策定を目指します。

事業内容 中央病院事業の健全化

事業内容の概要
　平成17年10月に「大月市立中央病院基本構想」を策定したが、言下の当院の状況や国の制度改
革により新たな指針が必要となっています。そこで「病院基本構想」を見直し、事業の健全化を目指
します。

推進項目 特別会計等の事業健全化

具体的項目

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 中央病院

重点項目 健全な財政運営の推進

中央病院の経営健全化
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3

（３）

②

（①）

指標

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。
事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度

備考欄  

達成率 ％ ％ ％ ％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

事業内容
推進のため

の指標

現年収納率(保険税の確保）による適正健全な事業運営

目標値
(割合、数値

等)

前年度決算収納率の
0.5％増

前年度決算収納率の
0.5％増

前年度決算収納率の
0.5％増

前年度決算収納率の
0.5％増

前年度決算収納率の
0.5％増

　
・レセプト点検、特
定検診、特定保健
指導の実施による
生活習慣病の予
防により医療費の
抑制及び医療費
の動向調査
　国民健康保険税
の見直しによる税
収入の確保

　⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平成２６年度 平成２７年度

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

現状値 　平成22年度末、決算額 3,136,174千円

目指すべき結果 　医療費の適正化を図り、必用な税収入を確保し、事業の健全化を目指します。

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的項目 各事業健全化の推進

事業内容 国民健康保険特別会計　健全化の推進

事業内容の概要

　国民健康保険事業は、近年の医療費の増加に伴う財源の不足分を基金の取り崩しを行い、事
業を運営してきた。今後、基金がなくなり、必要な税収入が確保できないため、医療費の適正化を
図り、医療費の抑制と国民健康保険税の改定による必用な税収入を確保して、健全な運営を行
います。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 保健課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 特別会計等の事業健全化
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3

（３）

②

（②）

指標

備考欄  

達成率 ％ ％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％％

－ － －

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

・運営主体である
後期高齢者広域
連合に納付金を支
払うことで健全な
運営ができる

⇒
・新たな後期高齢
制度へ移行

⇒ ⇒

事業内容
推進のため

の指標

制度を理解してもらうための広報の回数

目標値
(割合、数値

等)
年2回 年2回

継続実施 継続実施 見直し 継続実施 継続実施

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

現状値 　平成22年度末、決算額　554,659千円  広報での周知年1回

目指すべき結果 　山梨県後期高齢者広域連合と連携し事業の健全化に務める

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

各事業健全化の推進

事業内容 後期高齢者医療特別会計　健全化の推進

事業内容の概要
　後期高齢者制度は平成20年度から始まり運営主体である山梨県後期高齢者広域連合に納付
金を納付することにより健全な運営が行われています。なお、平成26年度から新たな高齢者制度
へ移行される予定です。

具体的項目

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 保健課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 特別会計等の事業健全化
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3

（３）

②

（③）

指標

備考欄  

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

達成率 ％ ％ ％

平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

％ ％

事業内容
推進のため
の指標

目標値
(割合、数値

等)

平成２８年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

説明

現状値

目指すべき結果

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的項目 各事業健全化の推進

事業内容 介護保険特別会計　健全化の推進

事業内容の概要
　介護保険料　滞納対策の推進は、実施できますが、介護保険特別会計については、制度事業
のため、特段の健全化策を打ち出すことはできません。

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 介護課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 特別会計等の事業健全化
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3

（３）

②

（④）

指標

％

備考欄  

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 介護課

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 特別会計等の事業健全化

％％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

達成率 ％ ％

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

事業内容
推進のため
の指標

目標値
(割合、数値

等)

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

目指すべき結果

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

各事業健全化の推進

事業内容 介護サービス特別会計　健全化の推進

事業内容の概要
　介護保険料　滞納対策の推進は、実施できますが、介護サービス特別会計については、制度
事業のため、特段の健全化策を打ち出すことはできません。

現状値

具体的項目
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3

（３）

②

（⑤）

指標

備考欄  

％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

達成率 ％ ％ ％

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

事業内容
推進のため
の指標

運営委員会における協議回数

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回 1回 1回 1回

説明

・適正な受益者負
担を課し、安定し
た財源の確保と適
正な維持管理業
務を推進し経費削
減により、繰入金
の抑制を図る

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現状値 　必要に応じ随時運営委員会を実施　平成22年度前年度繰入金33,886,000円

目指すべき結果 　経営の合理化・効率化を推進し、繰入金の抑制を図ります。

事業内容 簡易水道特別会計　健全化の推進

事業内容の概要 　経営の更なる合理化・効率化を推進し、計画期間中に経費削減を進め、繰入金を抑制します。

推進項目 特別会計等の事業健全化

具体的項目 各事業健全化の推進

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 生活環境課

重点項目 健全な財政運営の推進
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3

（３）

②

（⑥）

指標

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

備考欄  

％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

達成率

1回 1回 1回

％ ％ ％

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度

説明

・9月から12月中に、
経営シミュレーショ
ンシステムを作成
し、事業の検証・検
討を年に1回実施す
る

　　　　　⇒ 　　　　　⇒

・事業計画を見直
し、新たに進める
計画を策定する

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

事業内容
推進のため
の指標

経営シミュレーションシステムの作成（事業評価の実施）/年

目標値
(割合、数値

等)
1回 1回

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

現状値 　平成22年度末　普及率14.8％　水洗化率64.0％

目指すべき結果 　平成49年度事業完了を目指し、整備率、普及率の向上を図ります

平成２８年度

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

平成２５年度

　
　

　　　　　⇒

・平成27年度見直
し内容により、再
度経営シミュレー
ションシステムを
作成する

　

　　　　　⇒

・見直しを行った
新たな計画を実施
する

見直し 実施 実施

健全な財政運営の推進

具体的項目 各事業健全化の推進

事業内容 下水道特別会計　健全化の推進

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度

行政改革大綱実施計画シート

推進項目 特別会計等の事業健全化

平成２６年度 平成２７年度

事業内容の概要

　下水道事業は、河川の水質保全と市民の快適な生活環境を図ることを目的とし、事業効率を考
慮して、維持管理等後年度の経費負担を軽減するため、4市1町による桂川流域下水道として実施
している。また、費用対効果を検証する中において、平成22年3月下水道事業計画の削減を実施
し、事業の効率化、健全化を目指します。

担当課等名 地域整備課

重点項目
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3

（３）

②

（⑦）

指標

備考欄  

％ ％

参考

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号
なし

達成率 ％ ％ ％

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

事業内容
推進のため
の指標

黒字収支による事業運営の実施

目標値
(割合、数値

等)
維持 維持 維持 維持 維持

説明

・本市財政の健全
化を図るため、施
設整備を除く短大
運営の財源とし
て、一般会計繰出
金は基準財政需
要額（１億６千万
円超）の概ね半額
程度を継続する

・施設整備など建
設予算執行時に、
収支バランスが悪
化しないよう基金
への積立を継続
する

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

各事業健全化の推進

事業内容 大月短期大学特別会計　健全化の推進

事業内容の概要
　受益者負担の適正化など自主財源の確保に努め、歳入に見合った歳出を基本とし、事務事業
の見直し、経費の削減に努め、健全化を図ります。

現状値 　黒字収支による事業運営を実施しています。

行政改革大綱実施計画シート

目指すべき結果 　魅力ある短大とさらなる健全化を目指します。

担当課等名 短大事務局

重点項目 健全な財政運営の推進

推進項目 特別会計等の事業健全化

具体的項目
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3

（３）

②

（⑧）

指標

解散

なし

達成率

事業内容
推進のため
の指標

目標値
(割合、数値

等)

解散の有無

％ ％ ％

平成２７年度 平成２８年度

備考欄

％ ％

参考

毎年度末に、進行管理を行う予定です。

集中改革プラン状況
（完了・維持・推進・検討）

なし
集中改革プラン

実施計画書整理番号

事業の実施内容

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

年度末実績・成果　＊以下、今回は、記入しないでください。

説明

・外部有識者によ
る「経営検討委員
会」の設置

・委員会による「経
営改革（解散）プラ
ン」の策定

・第3セクター債の
発行による公社債
務の継承

・公社の解散

実施 実施

計画策定時の年度ごと推進計画

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

事業内容の
進め方

計画内容
(複数選択可)

検討 継続実施

事業内容 土地開発公社会計　健全化の推進

事業内容の概要 　公社の早期解散を推進します。

平成２７年度 平成２８年度

現状値 　平成22年度累積欠損金841,229,110円　長期借入金3,138,097,282円

目指すべき結果 　公社の解散

推進項目 特別会計等の事業健全化

具体的項目

行政改革大綱実施計画シート

担当課等名 土地開発公社

重点項目 健全な財政運営の推進

各事業健全化の推進
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